[様式第１号]
令和　年　月　日
日本特用林産振興会会長　殿
　所在地
　　　団体名
代表者名　　　　　　　　印
令和２年度広葉樹を活用した成長産業化支援対策事業（生産資材の導入支援）
事業計画提案書
標記について、下記のとおり関係書類を添えて提案します。
記
１　事業実施団体の概要
　　　別紙のとおり

２　本助成事業の計画
別紙のとおり

３　事業の実施に必要な経費
別紙のとおり

４　定款、寄附行為、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット等（別添）
 １　事業実施団体の概要

	団体等の名称
	

	代表者名
	

	所在地等
	住所
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	本事業の実施体制等
	担当者名
	

	
	経理規程等の有無
	（有）・（無）

	組合員又は構成員数
	

	最近の事業量等
	（きのこ生産者数、植菌原木本数、きのこ生産量（生・乾）等について、令和元年又は直近の実績を記載する）


	過去の類似した補助事業の実施状況
	（実施年度、事業名、補助対象者数、補助額等を記載する）



２　本助成事業の計画（令和２年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　
	助成対象生産者数
	

	当該生産者が生産を行う市町村
	

	助成対象原木
（購入予定本数、樹種、主な供給元の地域等）
	

	助成対象生産者によるきのこ生産量目標（生・乾、kg）
	

	事業の実施体制

（本事業の事務、進行管理、指導監督等の実施体制を記載）

	


３　事業の実施に必要な経費
令和３年春植菌用の原木購入に必要な経費（助成対象者の分）
	原木購入
予定本数
	２年度
 原木
見込単価
	震災前
原木単価
	原木単価
差額
	原木導入経費

	
	
	
	
	総額
	助成金
要望額
	自己
負担額

	[本]
Ａ
	[円／本]
Ｂ
	[円／本]
Ｃ
	[円／本]
Ｄ＝Ｂ－Ｃ
	[千円]
E=A×B/1000
	[千円]
F=A×D/2000
	[千円]
E-F

	
	
	
	
	
	
	


注：1）助成対象者ごとの内訳は別紙の内訳表に記載する。
　　2）新型コロナウイルスの影響による購入費の1/2助成の場合は、震災前原木単価及び原木単価差額は空欄とし、助成金要望額を総額の1/2以内とする。
４　定款、寄附行為、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収支計算書、パンフレット等（別添）
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〇助成金の内訳表（事業計画提案書の別紙） 実施団体名：

総額

助成金

要望額

自己負担額

[本] [円／本] [円／本] [円／本] [千円] [千円] [千円]

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ｂ－Ｃ

Ｅ＝Ａ×Ｂ/1000 Ｆ＝Ａ×Ｄ/2000

Ｅ－Ｆ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

原木単価

差額

注：１．震災前原木単価は、平成22年度又はその直近の原木単価とし、その算出については、①当該年度の原木価格に関する調査・統計データ、又は②助成対象生産者又は団体が

　　　　当該年度に実際に購入した価格によるものとし、その根拠となる領収書等を添付すること。

　　２．令和２年度原木単価は以下のとおりとし、いずれの場合もその根拠となる書類を添付すること。

　　　　①提案書及び交付申請書においては、原木供給者からの見積もり書等の単価、若しくは各生産者又は団体による令和元年度の平均購入単価（総価格÷総本数）を使用する。

　　　　②実績報告書においては、各生産者又は団体による実際の平均購入単価（総価格÷総本数）を使用する。

　　３．原木価格・単価は税抜き価格とし、領収書等が税込み価格となっている場合は、添付する領収書等に税抜き価格を記入すること。

　　４．原木単価の算出に当たっては、小数点以下第1位を四捨五入して整数止めとする。

　　５．新型コロナウイルスの影響による購入費の1/2助成の場合は上記１，２に代えて、①令和2年2月から6月までの間に、売上が前年同月比で2割以上減少したことを示す証拠書類を

　　　　添付すること（2019年確定申告書、2020年売上台帳等）、②上表の「震災前原木単価」及び「原木単価差額」は空欄とし、助成金要望額は総額の1/2以内とする。

原木導入経費

備考

市町村 氏名

合計（単価は加重平均）

No.

助成対象者

原木購入

予定本数

２年度

原木

見込単価

震災前

原木単価

